
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 244,456,281 ※ 固定負債 65,936,659

有形固定資産 227,635,234 ※ 地方債等 51,568,807

事業用資産 88,784,417 ※ 長期未払金 0

土地 36,633,048 退職手当引当金 9,500,028

立木竹 1,089,970 損失補償等引当金 0

建物 110,672,697 その他 4,867,824

建物減価償却累計額 △ 67,651,638 流動負債 10,537,150 ※

工作物 17,649,439 1年内償還予定地方債等 7,919,084

工作物減価償却累計額 △ 9,889,306 未払金 936,322

船舶 0 未払費用 1,736

船舶減価償却累計額 0 前受金 4

浮標等 0 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 660,745

航空機 0 預り金 175,345

航空機減価償却累計額 0 その他 843,913

その他 0 76,473,809

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 280,208 固定資産等形成分 257,403,749

インフラ資産 135,688,065 ※ 余剰分（不足分） △ 66,393,881

土地 26,943,800 他団体出資等分 0

建物 5,197,054

建物減価償却累計額 △ 2,413,001

工作物 238,519,665

工作物減価償却累計額 △ 133,412,154

その他 2,130,766

その他減価償却累計額 △ 1,500,468

建設仮勘定 222,404

物品 13,209,243

物品減価償却累計額 △ 10,046,492

無形固定資産 485,992 ※

ソフトウェア 480,511

その他 5,482

投資その他の資産 16,335,055 ※

投資及び出資金 239,602

有価証券 165,179

出資金 74,423

その他 0

長期延滞債権 1,105,596

長期貸付金 124,795

基金 15,177,874

減債基金 0

その他 15,177,874

その他 0

徴収不能引当金 △ 312,813

流動資産 23,025,812 ※

現金預金 6,600,370

未収金 1,622,373

短期貸付金 0

基金 12,941,169

財政調整基金 3,625,835

減債基金 9,315,334

棚卸資産 1,893,388

その他 23,206

徴収不能引当金 △ 54,695

繰延資産 1,584 191,009,868

267,483,677 267,483,677

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表

（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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（単位：千円）

経常費用 76,339,273 ※

業務費用 32,551,475

人件費 11,277,060

職員給与費 9,727,852

賞与等引当金繰入額 657,071

退職手当引当金繰入額 3,340

その他 888,797

物件費等 19,824,565

物件費 10,317,160

維持補修費 1,066,073

減価償却費 7,875,494

その他 565,838

その他の業務費用 1,449,850

支払利息 583,849

徴収不能引当金繰入額 9,596

その他 856,405

移転費用 43,787,797

補助金等 9,250,572

社会保障給付 33,939,584

他会計への繰出金 574,603

その他 23,038

経常収益 10,706,234

使用料及び手数料 8,002,737

その他 2,703,497

純経常行政コスト △ 65,633,038 ※

臨時損失 483,737

災害復旧事業費 383,534

資産除売却損 99,968

損失補償等引当金繰入額 0

その他 235

臨時利益 27,118

資産売却益 25,510

その他 1,608

純行政コスト △ 66,089,657

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政連結行政連結行政連結行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額
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（単位：千円）

前年度末純資産残高 192,206,129 260,287,525 △ 68,177,839 96,443

純行政コスト（△） △ 66,089,657 △ 66,089,657 -

財源 63,914,356 63,914,356 -

税収等 43,712,641 43,712,641 -

国県等補助金 20,201,715 20,201,715 -

本年度差額 △ 2,175,301 △ 2,175,301 -

固定資産等の変動（内部変動） △ 3,947,338 3,947,338

有形固定資産等の増加 3,767,023 △ 3,767,023

有形固定資産等の減少 △ 8,527,021 8,527,021

貸付金・基金等の増加 1,254,612 △ 1,254,612

貸付金・基金等の減少 △ 441,952 441,952

資産評価差額 0 0

無償所管換等 971,434 971,434

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 △ 96,443 △ 96,443

その他 104,049 92,129 11,920

本年度純資産変動額 △ 1,196,261 △ 2,883,775 1,783,958 ※ △ 96,443

本年度末純資産残高 191,009,868 ※ 257,403,749 ※ △ 66,393,881 0

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書

自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

他団体出資等分
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（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入

その他の収入

財務活動収支

△ 134,482

6,621,893

△ 26,874

6,460,537

前年度末歳計外現金残高 183,406

本年度歳計外現金増減額 △ 43,572

本年度末歳計外現金残高 139,833 ※

本年度末現金預金残高 6,600,370

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書

自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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１．重要な会計方針

有形固定資産等の評価基準及び評価方法

・開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

　のは原則として再調達原価としています。

有価証券等の評価基準及び評価方法

・出資金のうち市場価格があるものは、会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

　価額としています。

・出資金のうち市場価格がないものは、出資金額をもって貸借対照表価額としています。

　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が

　低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。

有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産は定額法を採用しています。

・無形固定資産は定額法を採用しています。

引当金の計上基準及び算定方法

・投資損失引当金

　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、実質価

　　額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

・徴収不能引当金

　　単件１００万円以上については個別に回収可能性を検討するとともに、過去５年間の

　　平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。

・退職手当引当金

　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

　　として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち田

　　辺市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

・賞与等引当金

　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当のうち、本会計年度の期間に対応する部

　　分を計上しています。

リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引

　・所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリー

　　ス料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除く）

　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　・上記以外のファイナンス・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項

・物品については、取得価額又は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合

　に資産として計上しています。

・ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２．重要な会計方針の変更等

会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が連結財務書類

に与えている影響の内容

・重要な会計方針の変更等はありません。

３．重要な後発事象

主要な業務の改廃

・該当する事象はありません。

４．偶発債務

保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないもの

の内訳（連結貸借対照表計上額及び未計上額））

・該当する事象はありません。
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５．追加情報

連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みます。）及び連

結対象と判断した理由

一般会計等 一般会計 ： 全部連結

一般会計等 同和対策住宅資金等貸付事業特別会計 ： 全部連結

一般会計等 診療所事業特別会計 ： 全部連結

一般会計等 木材加工事業特別会計 ： 全部連結

公営企業会計 田辺市水道事業会計 ： 全部連結

その他 国民健康保険事業特別会計（事業勘定） ： 全部連結

その他 国民健康保険事業特別会計（直営診療） ： 全部連結

その他 後期高齢者医療特別会計 ： 全部連結

その他 介護保険特別会計 ： 全部連結

その他 分譲宅地造成事業特別会計 ： 全部連結

その他 文里港整備事業特別会計 ： 全部連結

その他 簡易水道事業特別会計 ： 全部連結

その他 農業集落排水事業特別会計 ： 全部連結

その他 林業集落排水事業特別会計 ： 全部連結

その他 漁業集落排水事業特別会計 ： 全部連結

その他 特定環境保全公共下水道事業特別会計 ： 全部連結

その他 戸別排水処理事業特別会計 ： 全部連結

その他 駐車場事業特別会計 ： 全部連結

一部事務組合・広域連合 公立紀南病院組合 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 和歌山県市町村総合事務組合（町村議会議員等公務災害補償） ：

比例連結

一部事務組合・広域連合 和歌山県市町村総合事務組合（非常勤職員公務災害補償） ： 比

一部事務組合・広域連合 和歌山県市町村総合事務組合（学校医等公務災害補償） ： 比例

一部事務組合・広域連合 和歌山地方税回収機構 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 和歌山県後期高齢者医療広域連合（一会等） ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 和歌山県後期高齢者医療広域連合（特会） ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 田辺周辺広域市町村圏組合（一般会計） ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 田辺周辺広域市町村圏組合（市町村圏特会） ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 田辺周辺広域市町村圏組合（診療所特会） ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 田辺市周辺衛生施設組合 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 紀南環境広域施設組合 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 紀南地方老人福祉施設組合（普通会計） ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 紀南地方老人福祉施設組合（特別会計） ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 紀南地方児童福祉施設組合 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 紀南学園事務組合 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 上大中清掃施設組合 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 富田川治水組合 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 富田川衛生施設組合 ： 比例連結

一部事務組合・広域連合 紀南環境衛生施設事務組合 ： 比例連結

地方三公社 田辺市土地開発公社 ： 比例連結

第三セクター （一財）龍神村開発公社 ： 比例連結

第三セクター （有）龍神温泉元湯 ： 比例連結

第三セクター 田辺市社会福祉事業団（公益事業） ： 比例連結

第三セクター 田辺市社会福祉事業団（社会福祉事業） ： 比例連結

①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

　ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、

当該規定等の適用に向けた作業に着手しているもの（平成29年度までに着手かつ集中取

組期間内に当該規定等を適用するものに限る。）については、連結対象団体（会計）の

対象外としています。したがって、一般会計等における他会計への繰出金等が内部相殺

されない場合があります。

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨、出納整

理期間が異なる連結対象団体（会計）がある場合は当該団体（会計）の一覧と修正の仕方

・地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

　納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし

　ています。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じる場

合は、その旨

・千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
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①有形固定資産の明細 （単位：千円）

※下位項目との金額差は、単位未満四捨五入によるものです。

7,639,372 227,635,234合計 449,231,642 4,903,149 1,586,498 452,548,293 224,913,059

0 222,404

 物品 12,686,147 585,594 62,498 13,209,243 10,046,492 414,659 3,162,751

　　建設仮勘定 32,295 190,109 0 222,404 0

4,290,675 105,107,510

　　その他 2,129,018 12,663 10,915 2,130,766 1,500,468 93,812 630,298

　　工作物 237,649,704 975,913 105,953 238,519,664 133,412,154

0 26,943,800

　　建物 5,197,904 0 850 5,197,054 2,413,001 108,019 2,784,053

　　土地 26,871,878 71,922 0 26,943,800 0

0 280,208

 インフラ資産 271,880,799 1,250,607 117,718 273,013,688 137,325,623 4,492,506 135,688,065

　　建設仮勘定 574,463 253,052 547,307 280,208 0

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

2,278,062 43,021,059

　　工作物 17,531,537 139,730 21,827 17,649,440 9,889,306 454,145 7,760,134

　　建物 108,870,082 2,375,198 572,583 110,672,697 67,651,638

0 36,633,047

　　立木竹 1,089,970 0 0 1,089,970 0 0 1,089,970

　  土地 36,598,644 298,968 264,565 36,633,047 0

本年度償却額

（F)

差引本年度末残高

（D)－（E)

（G)

 事業用資産 164,664,696 3,066,948 1,406,282 166,325,362 77,540,944 2,732,207 88,784,418

区分 前年度末残高

（A）

本年度増加額

（B）

本年度減少額

（C）

本年度末残高

（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末

減価償却累計額

（E)
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②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

※下位項目との金額差は、単位未満四捨五入によるものです。

3,789,541 7,051,967 227,635,234合計 87,847,460 43,486,800 7,350,907 31,066,996 47,041,563

 物品 9,816 1,392,761 26,687 1,234,357 39,279 359,831 100,020 3,162,751

　　建設仮勘定 156,221 0 0 0 66,183 0 0 222,404

0 0 105,107,510

　　その他 0 0 0 630,298 0 0

　　工作物 53,573,727 0 0 12,799,598 38,734,185

0 630,298

　　建物 355,827 0 0 2,408,270 19,956 0 0 2,784,053

　　土地 24,834,126 0 0 1,176,798 921,369 0 11,507 26,943,800

31,401 3,220 280,208

 インフラ資産 78,919,901 0 0 17,014,964 39,741,693 0

　　建設仮勘定 0 142,317 18,522 83,409 1,339

11,507 135,688,065

　　その他 - - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - - -

- - -

　　浮標等 - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　工作物 24,706 2,976,759 19,715 2,733,505 312,924 1,243,974 448,551 7,760,134

　　建物 3,557,613 22,517,673 4,104,404 5,316,501 3,096,326 1,676,412 2,752,130 43,021,059

477,923 3,736,539 36,633,047

　　立木竹 0 0 0 0 1,089,970 0

　　土地 5,335,424 16,457,290 3,181,579 4,684,260 2,760,032

0 1,089,970

合計

 事業用資産 8,917,743 42,094,039 7,324,220 12,817,675 7,260,591 3,429,710 6,940,440 88,784,418

区分

生活インフラ・

国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務


